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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第27期
第３四半期
累計期間

第28期
第３四半期
累計期間

第27期
第３四半期
会計期間

第28期
第３四半期
会計期間

第27期

会計期間

自平成21年
９月１日
至平成22年
５月31日

自平成22年
９月１日
至平成23年
５月31日

自平成22年
３月１日
至平成22年
５月31日

自平成23年
３月１日
至平成23年
５月31日

自平成21年
９月１日
至平成22年
８月31日

売上高（千円） 1,042,3591,386,568295,899 544,9191,434,741

経常利益又は経常損失(△)

（千円）
△15,978 89,532 △12,612 46,233 31,284

四半期(当期)純利益又は四半期純

損失(△)（千円）
△4,590 40,280 △1,758 35,636 16,458

持分法を適用した場合の投資利益

（千円）
－ － － － －

資本金（千円） － － 295,000 295,000 295,000

発行済株式総数（株） － － 8,400 8,400 8,400

純資産額（千円） － － 816,917 865,725 837,967

総資産額（千円） － － 2,611,0722,824,1052,676,541

１株当たり純資産額（円） － － 97,857.89103,704.57100,379.41

１株当たり四半期(当期)純利益金

額又は１株当たり四半期純損失金

額(△)（円）

△549.94 4,825.16△210.68 4,268.881,971.57

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円）
－ － － － －

１株当たり配当額（円） － － － － 1,500

自己資本比率（％） － － 31.3 30.7 31.3

営業活動による

キャッシュ・フロー（千円）
198,774△122,732 － － 370,725

投資活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△13,380 17,421 － － △80,128

財務活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△176,453 38,474 － － △226,138

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（千円）
－ － 607,995 596,678 663,514

従業員数（人） － － 73 70 71

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移につい

ては記載しておりません。

２．売上高には消費税等は含まれておりません。

３．第28期第３四半期累計期間、第28期第３四半期会計期間及び第27期の潜在株式調整後１株当たり四半期(当

期)純利益金額については、新株予約権の残高はありますが、希薄化効果を有している潜在株式が存在しない

ため記載しておりません。

４．第27期第３四半期累計期間及び第27期第３四半期会計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額

については、新株予約権の残高はありますが、１株当たり四半期純損失であるため記載しておりません。
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２【事業の内容】

　当第３四半期会計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。

３【関係会社の状況】

　当第３四半期会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

４【従業員の状況】

提出会社の状況

 平成23年５月31日現在

従業員数（人） 70 (27)

　（注）従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数（パートタイマー、人材派遣会社からの派遣社員を含みます。）は、当第

３四半期会計期間の平均人員を（　）外数で記載しております。
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第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

　当社において、開示対象となるセグメントはありませんので、区分ごとに記載しております。

(1）生産実績

当第３四半期会計期間の生産実績を区分ごとに示すと、次のとおりであります。

区分
当第３四半期会計期間
（自　平成23年３月１日
至　平成23年５月31日）　

前年同四半期比（％）

オーダー加工品（千円） 234,539 173.4

企画品（千円） 120,182 152.5

その他（千円） 14,292 470.3

合計 369,015 169.9

　（注）１．金額は製造原価によっております。

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

(2）受注状況

当第３四半期会計期間の受注状況を区分ごとに示すと、次のとおりであります。

区分 受注高（千円）
前年同四半期比（％）

　
受注残高（千円）　

前年同四半期比（％）
　

オーダー加工品 580,871 359.1 389,648 488.6

企画品 193,522 151.0 58,816 458.6

その他 105,340 486.9 12,945 154.4

合計 879,734 282.4 461,409 457.0

　（注）１．金額は販売価格によっております。

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

(3）販売実績

当第３四半期会計期間の販売実績を区分ごとに示すと、次のとおりであります。

区分
当第３四半期会計期間
（自　平成23年３月１日
至　平成23年５月31日）　

前年同四半期比（％）

オーダー加工品（千円） 304,479 193.9

企画品（千円） 139,568 117.0

その他（千円） 100,870 514.3

合計 544,919 184.2

（注）１．主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は次のとおりであります。

相手先

前第３四半期会計期間
（自　平成22年３月１日
至　平成22年５月31日）　

当第３四半期会計期間
（自　平成23年３月１日
至　平成23年５月31日）　

金額（千円） 割合（％） 金額（千円） 割合（％）

郡リース株式会社 － － 183,071 33.6

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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２【事業等のリスク】

当第３四半期会計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載した事

業等のリスクについての重要な変更はありません。　

３【経営上の重要な契約等】

　当第３四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 業績の状況

　当第３四半期会計期間におけるわが国経済は、世界経済の回復を背景に緩やかな景気回復の兆候が見えておりま

したが、３月11日に発生した東日本大震災の影響により、生産活動が極めて低い水準に下がってきたことから、雇用

情勢の一層の悪化が懸念されるなど景気の下押しリスクが顕在化しております。

　このような状況の中、当社は「加工のデパートを目指し加工アイテムの増加に経営資源を集中する」、「加工ベン

チャーの精神で、加工の二文字が持つ無限大の可能性を追求し続ける」という理念のもと販売領域の拡大を図り、

また、当社独自の「オールインワン加工システム」による高品質・低コスト・短納期の加工をユーザーへ提供して

まいりました。

　営業面におきましては、当期の重点施策としております太陽光発電用架台及び関連製品の販売が、太陽光発電シス

テムの導入に対する助成金等諸制度の整備により、大幅な伸張となりました。また、太陽光関連製品の受注販売に営

業力・生産力を集中させ、太陽電池メーカー、電気工事業界及び重電業界など太陽光発電参入業界へ需要の開拓を

進めてまいりました。九州はもとより関西、関東と地域的拡大を図り、積極的に受注活動を推進してきたことによ

り、住宅用の安定した受注及び産業用・公共用「太陽光発電用架台」の受注増加につながりました。

　その他のオーダー加工品では、原発事故後に急遽発電再開となった火力発電所の排気ダクト部材、平成23年３月に

オープンした新博多駅ビルの外壁パネル、中央改札口天井パネル及びエスカレーター壁面パネルなど多くの分野の

受注・販売に注力いたしました。なお、３月11日の東日本大震災の被災地に向けて応急仮設住宅の外壁パネル約

4,500戸分を受注し、工場上げて製作し納品いたしました。また、外壁パネルには、応急需要に引き続いて復興需要の

受注があり、継続して生産を行っております。結果といたしまして、オーダー加工品の売上高は304,479千円（前年

同四半期比93.9%増）となりました。

　企画品におきましては、既存顧客の掘り起こしと新規顧客の増加を図る施策を継続的に行ってきた結果、月次にお

いて前期比を上回る状況になってまいりました。結果といたしまして、企画品の売上高は139,568千円（前年同四半

期比17.0%増）となりました。その他は、100,870千円（前年同四半期比414.3%増）となりました。

　また、首都圏において営業強化を図り、太陽光発電関連製品、不燃断熱パネル等重点製品の販売拡大の拠点とする

ため、東京営業所（平成23年２月）を開設いたしました。なお、関西地区の営業強化を図るため、５月末より大阪に

駐在員を配置いたしました。これにより、当該地区でのきめの細かな顧客対応を実施してまいります。

　生産面におきましては、応急仮設住宅用パネルの製作に当たり、緊急時対応として24時間操業を実施いたしまし

た。

　管理面におきましては、諸経費の削減及び予実管理の徹底を図り、利益率の向上に努めてまいりました。

　結果といたしまして、当第３四半期会計期間の売上高は544,919千円（前年同四半期比84.2％増）、営業利益は

47,646千円（前年同四半期は16,300千円の営業損失）、経常利益は46,233千円（前年同四半期は12,612千円の経常

損失）、四半期純利益は35,636千円（前年同四半期は1,758千円の四半期純損失）となりました。

　なお、当第３四半期累計期間における売上高は1,386,568千円（前年同四半期比33.0％増）、営業利益は96,032千

円（前年同四半期は29,376千円の営業損失）、経常利益は貸倒引当金繰入額3,801千円を営業外損失に計上したこ

とにより89,532千円（前年同四半期は15,978千円の経常損失）、四半期純利益は当社製品に係る損害賠償金16,000

千円を計上したことにより40,280千円（前年同四半期は4,590千円の四半期純損失）となりました。 

次へ
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(2) キャッシュ･フローの状況

　当第３四半期会計期間末における現金及び現金同等物(以下「資金」という)は、第２四半期会計期間末に比べ

39,837千円減少し、596,678千円となりました。

　また、当第３四半期会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　当第３四半期会計期間において営業活動の結果使用した資金は100,378千円（前年同四半期は40,875千円の獲

得）となりました。

　これは主に、減価償却費41,499千円、仕入債務の増加59,648千円がありましたが、売上債権の増加161,769千円、た

な卸資産の増加54,033千円により資金が減少したことによるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　当第３四半期会計期間において投資活動の結果獲得した資金は10,222千円（前年同四半期は4,294千円の使用）

となりました。

　これは主に、短期貸付金の純減額20,000千円により資金が増加したことによるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　当第３四半期会計期間において財務活動の結果獲得した資金は50,318千円（前年同四半期は69,694千円の使用）

となりました。 

　これは主に、長期借入金の返済29,678千円がありましたが、短期借入金の純増額80,000千円により資金が増加した

ことによるものであります。 　

次へ
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(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第３四半期会計期間において、当社が対処すべき課題についての重要な変更はありません。

次へ
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(4) 研究開発活動

　当第３四半期会計期間における研究開発活動の状況の変更内容は、金属加工事業において「戦略製品」開発の一

環としまして「ソーラーネオポート（太陽光発電システム搭載カーポート）」の開発に着手したことであります。

　

　当第３四半期会計期間における研究開発活動の金額は耐火パネル関連1,462千円、ソーラーネオポート関連76千円

で総額は1,538千円であります。
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第３【設備の状況】
(1）主要な設備の状況

　当第３四半期会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

 

(2）設備の新設、除却等の計画

当第３四半期会計期間において、前四半期会計期間末において計画中であった重要な設備の新設、除却等について、

重要な変更はありません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 24,000

計 24,000

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末
現在発行数（株）
（平成23年５月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成23年７月14日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 8,400 8,400
福岡証券取引所

（Ｑ－Ｂｏａｒｄ市場）

当社は単元株制度

は採用しておりま

せん。

計 8,400 8,400 － －
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（２）【新株予約権等の状況】

　会社法第238条及び第239条の規定に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。

平成18年８月３日臨時株主総会決議

 
第３四半期会計期間末現在
（平成23年５月31日）

新株予約権の数（個） 27

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 108

新株予約権の行使時の払込金額（円） 155,000

新株予約権の行使期間
自　平成20年８月４日

至　平成28年８月３日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発

行価格及び資本組入額（円）

発行価格　　　　　 155,000

資本組入額　　　　　77,500

新株予約権の行使の条件

・新株予約権の行使の時点において、権利者が下記のいず

れかの身分であることを要する。

ａ．当社の取締役、監査役または使用人。

ただし、任期満了による退任、定年退職、その他取締

役会決議において正当な理由があると認めた場合

にはこの限りではない。

ｂ．顧問、アドバイザー、コンサルタントその他名目の

如何を問わず当社との間で委任、請負等の継続的な

契約関係にある者。

・新株予約権者の相続人による新株予約権の行使は認め

ない。

・その他行使の条件については、当社と新株予約権者との

間で締結する「新株予約権割当契約書」に定めるとこ

ろによる。

新株予約権の譲渡に関する事項
譲渡による新株予約権の取得については、取締役会の承認

を要するものとする。

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 －

　（注）１．新株予約権の発行後、当社が株式を分割または株式併合を行う場合、次の算式により目的となる株式の数を調

整する。

ただし、この調整は、新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的となる株式の数につ

いて行われ、調整の結果生じる１株未満の端数については、これを切り捨てる。

調整後株式数 ＝ 調整前株式数 × 分割・併合の比率

また、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い本件新株予約権が承継される場合、当社が他社と株式

交換を行い完全親会社となる場合、または当社が新設分割もしくは吸収分割を行う場合、当社は必要と認め

る株式数の調整を行う。

なお、当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により１株当たりの払込金額を調整し、調整によ

る１円未満の端数は切り上げる。

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×
１

分割・併合の比率

また、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い本件新株予約権が承継される場合、当社が他社と株式

交換を行い完全親会社となる場合、または当社が新設分割もしくは吸収分割を行う場合、当社は必要と認め

る払込金額の調整を行う。

２．平成19年３月20日開催の取締役会決議により、平成19年４月10日付で１株を４株とする株式分割を行ってお

ります。これにより「新株予約権の目的となる株式の数」、「新株予約権の行使時の払込金額」及び「新株

予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額」が調整されております。
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（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成23年３月１日～

平成23年５月31日
－ 8,400 － 295,000 － 215,000

（６）【大株主の状況】

大量保有報告書等の写しの送付等がなく、当第３四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりませ

ん。

（７）【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（平成23年２月28日）に基づく株主名簿による記載をしておりま

す。 

①【発行済株式】

 平成23年５月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式   　52 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式　8,348　 8,348 －

単元未満株式 － － －

発行済株式総数 8,400 － －

総株主の議決権 － 8,348 －

 

②【自己株式等】

 平成23年５月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

日創プロニティ

株式会社

福岡県福岡市南区

向野一丁目15番29号
52 － 52 0.61

計 － 52 － 52 0.61
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２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成22年
９月

10月 11月 12月
平成23年
１月

２月 ３月 ４月 ５月

最高（円） 30,90031,00030,45039,85034,00042,00055,500143,000149,300

最低（円） 27,50026,51028,70029,70031,30033,30039,20051,60086,000

　（注）　最高・最低株価は、福岡証券取引所Ｑ－Ｂｏａｒｄ市場におけるものであります。

３【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。
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第５【経理の状況】

１．四半期財務諸表の作成方法について

　当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第63

号。以下「四半期財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前第３四半期会計期間（平成22年３月１日から平成22年５月31日まで）及び前第３四半期累計期間（平成21

年９月１日から平成22年５月31日まで）は、改正前の四半期財務諸表等規則に基づき、当第３四半期会計期間（平成

23年３月１日から平成23年５月31日まで）及び当第３四半期累計期間（平成22年９月１日から平成23年５月31日ま

で）は、改正後の四半期財務諸表等規則に基づいて作成しております。

　

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第３四半期会計期間（平成22年３月１日から平成22

年５月31日まで）及び前第３四半期累計期間（平成21年９月１日から平成22年５月31日まで）に係る四半期財務諸

表並びに当第３四半期会計期間（平成23年３月１日から平成23年５月31日まで）及び当第３四半期累計期間（平成

22年９月１日から平成23年５月31日まで）に係る四半期財務諸表について、如水監査法人による四半期レビューを受

けております。

　

３．四半期連結財務諸表について

　当社は子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。

EDINET提出書類

日創プロニティ株式会社(E02493)

四半期報告書

14/28



１【四半期財務諸表】
（１）【四半期貸借対照表】

（単位：千円）

当第３四半期会計期間末
(平成23年５月31日)

前事業年度末に係る
要約貸借対照表

(平成22年８月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 699,335 744,150

受取手形及び売掛金 556,471 318,650

商品及び製品 44,663 19,681

仕掛品 37,567 24,368

原材料及び貯蔵品 311,876 278,233

前払費用 2,051 1,595

繰延税金資産 6,957 3,470

未収入金 163 4,502

その他 30,609 58,742

貸倒引当金 △8,383 △1,983

流動資産合計 1,681,312 1,451,413

固定資産

有形固定資産

建物（純額） ※1
 392,110

※1
 409,147

構築物（純額） 10,133 12,016

機械及び装置（純額） 502,945 573,629

車両運搬具（純額） 769 1,014

工具、器具及び備品（純額） 12,597 5,337

土地 ※1
 218,270

※1
 218,270

有形固定資産合計 ※4
 1,136,826

※4
 1,219,416

無形固定資産 4,125 5,475

投資その他の資産

破産更生債権等 1,047 6,631

その他 1,840 236

貸倒引当金 △1,047 △6,631

投資その他の資産合計 1,840 236

固定資産合計 1,142,792 1,225,127

資産合計 2,824,105 2,676,541
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（単位：千円）

当第３四半期会計期間末
(平成23年５月31日)

前事業年度末に係る
要約貸借対照表

(平成22年８月31日)

負債の部

流動負債

買掛金 111,033 106,682

短期借入金 ※1
 1,055,000

※1
 925,000

1年内返済予定の長期借入金 ※1
 95,032

※1
 98,712

未払法人税等 34,599 27,694

賞与引当金 9,300 －

その他 121,597 61,896

流動負債合計 1,426,562 1,219,985

固定負債

長期借入金 ※1
 178,052

※1
 253,406

退職給付引当金 26,254 27,613

長期未払金 300,200 300,200

繰延税金負債 27,174 37,233

その他 136 136

固定負債合計 531,816 618,588

負債合計 1,958,379 1,838,574

純資産の部

株主資本

資本金 295,000 295,000

資本剰余金 215,000 215,000

利益剰余金 357,460 329,702

自己株式 △1,734 △1,734

株主資本合計 865,725 837,967

純資産合計 865,725 837,967

負債純資産合計 2,824,105 2,676,541

EDINET提出書類

日創プロニティ株式会社(E02493)

四半期報告書

16/28



（２）【四半期損益計算書】
【第３四半期累計期間】

（単位：千円）

前第３四半期累計期間
(自　平成21年９月１日
　至　平成22年５月31日)

当第３四半期累計期間
(自　平成22年９月１日
　至　平成23年５月31日)

売上高 1,042,359 1,386,568

売上原価 844,194 1,032,846

売上総利益 198,164 353,722

販売費及び一般管理費 ※
 227,540

※
 257,689

営業利益又は営業損失（△） △29,376 96,032

営業外収益

受取利息 1,485 3,699

受取補償金 － 294

助成金収入 20,357 －

その他 2,736 1,430

営業外収益合計 24,580 5,424

営業外費用

支払利息 11,182 8,122

貸倒引当金繰入額 － 3,801

営業外費用合計 11,182 11,924

経常利益又は経常損失（△） △15,978 89,532

特別利益

貸倒引当金戻入額 114 159

特別利益合計 114 159

特別損失

固定資産除却損 15 －

特別退職金 4,614 －

損害賠償金 － 16,000

特別損失合計 4,630 16,000

税引前四半期純利益又は税引前四半期純損失（△） △20,494 73,692

法人税等 △15,771 －

法人税、住民税及び事業税 － 46,958

法人税等調整額 － △13,546

過年度法人税等還付税額 △132 －

法人税等合計 △15,903 33,412

四半期純利益又は四半期純損失（△） △4,590 40,280
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【第３四半期会計期間】
（単位：千円）

前第３四半期会計期間
(自　平成22年３月１日
　至　平成22年５月31日)

当第３四半期会計期間
(自　平成23年３月１日
　至　平成23年５月31日)

売上高 295,899 544,919

売上原価 242,205 404,998

売上総利益 53,694 139,921

販売費及び一般管理費 ※
 69,994

※
 92,275

営業利益又は営業損失（△） △16,300 47,646

営業外収益

受取利息 1,248 407

助成金収入 5,487 －

その他 221 777

営業外収益合計 6,956 1,184

営業外費用

支払利息 3,268 2,597

営業外費用合計 3,268 2,597

経常利益又は経常損失（△） △12,612 46,233

特別利益

貸倒引当金戻入額 114 10,267

特別利益合計 114 10,267

税引前四半期純利益又は税引前四半期純損失（△） △12,498 56,500

法人税等 △10,739 －

法人税、住民税及び事業税 － 20,328

法人税等調整額 － 535

法人税等合計 △10,739 20,864

四半期純利益又は四半期純損失（△） △1,758 35,636
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（３）【四半期キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

前第３四半期累計期間
(自　平成21年９月１日
　至　平成22年５月31日)

当第３四半期累計期間
(自　平成22年９月１日
　至　平成23年５月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前四半期純利益又は税引前四半期純損失
（△）

△20,494 73,692

減価償却費 146,684 121,374

貸倒引当金の増減額（△は減少） 324 816

退職給付引当金の増減額（△は減少） △2,060 △1,358

賞与引当金の増減額（△は減少） － 9,300

受取利息及び受取配当金 △1,485 △3,699

支払利息 11,182 8,122

特別退職金 4,614 －

損害賠償損失 － 16,000

売上債権の増減額（△は増加） 77,625 △237,821

たな卸資産の増減額（△は増加） 81,267 △71,823

仕入債務の増減額（△は減少） △25,359 4,351

未払費用の増減額（△は減少） △11,603 27,380

その他 △36,984 △9,042

小計 223,709 △62,707

利息及び配当金の受取額 1,221 3,890

利息の支払額 △11,097 △8,248

特別退職金の支払額 △4,614 －

損害賠償金の支払額 － △16,000

法人税等の支払額 △10,576 △39,667

過年度法人税等還付税額 132 －

営業活動によるキャッシュ・フロー 198,774 △122,732

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の払戻による収入 27,776 32,328

定期預金の預入による支出 △38,828 △54,349

短期貸付金の純増減額（△は増加） － 47,459

有形固定資産の取得による支出 △1,877 △7,337

無形固定資産の取得による支出 △450 △680

投資活動によるキャッシュ・フロー △13,380 17,421

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △20,000 130,000

長期借入金の返済による支出 △150,234 △79,034

配当金の支払額 △6,219 △12,491

財務活動によるキャッシュ・フロー △176,453 38,474

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 8,939 △66,835

現金及び現金同等物の期首残高 599,055 663,514

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 607,995

※
 596,678
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【四半期財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

 
当第３四半期累計期間
（自　平成22年９月１日
至　平成23年５月31日）

　会計処理基準に関する事項の変更 税金費用の計算方法の変更

　従来、税金費用については、当事業年度の税引前当期純利益に対する税効果

会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実

効税率を乗じて計算しておりましたが、四半期会計期間の税金費用をより適

切に計算することを目的として、第１四半期会計期間より年度決算と同様の

手法で計算する方法へ変更しております。

　この結果、従来の方法によった場合と比べ、当第３四半期累計期間の四半期

純利益が35,107千円増加しております。

　

 資産除去債務に関する会計基準の適用

　第１四半期会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基

準第18号　平成20年３月31日）及び「資産除去債務に関する会計基準の適用

指針」（企業会計基準適用指針第21号　平成20年３月31日）を適用しており

ます。

　これにより、当第３四半期累計期間の営業利益、経常利益及び税引前四半期

純利益に与える影響はありません。

【表示方法の変更】

当第３四半期累計期間
（自　平成22年９月１日
至　平成23年５月31日）

（四半期損益計算書関係）

　前第３四半期累計期間において、「法人税、住民税及び事業税」及び「法人税等調整額」は一括して「法人税等」と

して表示しておりましたが、当第３四半期累計期間では「法人税、住民税及び事業税」及び「法人税等調整額」として

区分掲記しております。

　

当第３四半期会計期間
（自　平成23年３月１日
至　平成23年５月31日）

（四半期損益計算書関係）

　前第３四半期会計期間において、「法人税、住民税及び事業税」及び「法人税等調整額」は一括して「法人税等」と

して表示しておりましたが、当第３四半期会計期間では「法人税、住民税及び事業税」及び「法人税等調整額」として

区分掲記しております。

【簡便な会計処理】

 
当第３四半期累計期間
（自　平成22年９月１日
至　平成23年５月31日）

１．一般債権の貸倒見積高の算定方法 　当第３四半期会計期間末の貸倒実績率等が、前事業年度末に算定したものと

著しい変化がないと認められるため、前事業年度決算において算定した貸倒

実績率等の合理的な基準を使用して一般債権の貸倒見積高を算定しておりま

す。　

２．たな卸資産の評価方法 　たな卸資産の簿価切下げに関しては、収益性の低下が明らかなものについて

のみ正味売却価額を見積り、簿価切下げを行う方法によっております。

３．繰延税金資産及び繰延税金負債の回

収可能性の判断

　繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、前事業年度末以降に経営環境

等に著しい変化が生じておらず、かつ、一時差異等の発生状況に著しい変化が

ないと認められるため、前事業年度において使用した将来の業績予測やタッ

クス・プランニングを利用する方法によっております。

４．固定資産の減価償却費の算定方法　 　定率法を採用している固定資産については、当事業年度に係る減価償却費の

額を期間按分して算定する方法によっております。
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【注記事項】

（四半期貸借対照表関係）

当第３四半期会計期間末
（平成23年５月31日）

前事業年度末
（平成22年８月31日）

※１．担保資産及び担保付債務 ※１．担保資産及び担保付債務

（1）担保に供している資産は次のとおりであります。 （1）担保に供している資産は次のとおりであります。

建物 372,674千円

土地 183,981千円

計 556,655千円

建物 388,349千円

土地 183,981千円

計 572,331千円

（2）担保付債務は次のとおりであります。 （2）担保付債務は次のとおりであります。

短期借入金 320,000千円

1年内返済予定の長期借入金 75,032千円

長期借入金 158,052千円

計 553,084千円

短期借入金 500,000千円

1年内返済予定の長期借入金 78,712千円

長期借入金 213,406千円

計 792,118千円

　２．受取手形裏書譲渡高

133,373千円

　２．受取手形裏書譲渡高

119,215千円

　３．当社においては、運転資金の効率的な調達を行うため

取引銀行６行と当座貸越契約を締結しております。こ

れら契約に基づく当第３四半期会計期間末の借入未実

行残高は次のとおりであります。

　３．当社においては、運転資金の効率的な調達を行うため

取引銀行６行と当座貸越契約を締結しております。こ

れら契約に基づく当事業年度末の借入未実行残高は次

のとおりであります。

当座貸越限度額の総額 2,240,000千円

借入実行残高 1,055,000千円

差引額 1,185,000千円

当座貸越限度額の総額 2,140,000千円

借入実行残高 925,000千円

差引額 1,215,000千円

※４．有形固定資産の減価償却累計額は、1,880,247千円で

あります。

※４.有形固定資産の減価償却累計額は、1,760,741千円で

あります。
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（四半期損益計算書関係）

前第３四半期累計期間
（自　平成21年９月１日
至　平成22年５月31日）

当第３四半期累計期間
（自　平成22年９月１日
至　平成23年５月31日）

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

のとおりであります。

運賃及び荷造費 33,320千円

役員報酬 55,315千円

給料及び手当 63,657千円　

退職給付費用 1,037千円

貸倒引当金繰入額 808千円

研究開発費 792千円

その他　 72,609千円

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

のとおりであります。

運賃及び荷造費 37,934千円

役員報酬 55,375千円

給料及び手当 63,242千円　

賞与引当金繰入額 3,180千円

退職給付費用 1,619千円

貸倒引当金繰入額 2,599千円

研究開発費 2,212千円

その他　 91,525千円

前第３四半期会計期間
（自　平成22年３月１日
至　平成22年５月31日）

当第３四半期会計期間
（自　平成23年３月１日
至　平成23年５月31日）

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

のとおりであります。

運賃及び荷造費 9,448千円

役員報酬 16,701千円

給料及び手当 19,648千円　

退職給付費用 159千円

貸倒引当金繰入額 857千円

研究開発費 220千円

その他 22,958千円

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

のとおりであります。

運賃及び荷造費 16,186千円

役員報酬 19,336千円

給料及び手当 23,700千円　

賞与引当金繰入額 3,180千円　

退職給付費用 196千円

貸倒引当金繰入額 925千円

研究開発費 1,538千円

その他 27,210千円

（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）

前第３四半期累計期間
（自　平成21年９月１日
至　平成22年５月31日）

当第３四半期累計期間
（自　平成22年９月１日
至　平成23年５月31日）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対照

表に掲記されている科目の金額との関係

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対照

表に掲記されている科目の金額との関係

（平成22年５月31日現在） （平成23年５月31日現在）

 （千円）

現金及び預金勘定 684,075

預入期間が３か月を超える定期預金 △76,080

現金及び現金同等物 607,995

 

 （千円）

現金及び預金勘定 699,335

預入期間が３か月を超える定期預金 △102,656

現金及び現金同等物 596,678
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（株主資本等関係）

当第３四半期会計期間末（平成23年５月31日）及び当第３四半期累計期間（自　平成22年９月１日　至　平成23年５

月31日）

１．発行済株式の種類及び総数

普通株式  8,400株

２．自己株式の種類及び株式数

普通株式  52株

３．新株予約権等に関する事項

　該当事項はありません。

４．配当に関する事項

　配当金支払額

　
　
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成22年11月26日

定時株主総会
普通株式 12,522 1,500 平成22年８月31日 平成22年11月29日利益剰余金

５．株主資本の金額の著しい変動

　該当事項はありません。

（金融商品関係）

当第３四半期会計期間末（平成23年５月31日）　

　金融商品の四半期貸借対照表計上額その他の金額は、前事業年度末に比べて著しい変動がないため、記載を省略し

ております。

（有価証券関係）

当第３四半期会計期間末（平成23年５月31日）

　当社は、有価証券を全く保有しておりませんので、該当事項はありません。　

（デリバティブ取引関係）

当第３四半期会計期間末（平成23年５月31日）

　当社は、デリバティブ取引を全く行っておりませんので、該当事項はありません。

（持分法損益等）

　関連会社に関する事項　

前第３四半期累計期間

（自　平成21年９月１日

　  至　平成22年５月31日）　

当第３四半期累計期間

（自　平成22年９月１日

　  至　平成23年５月31日）　

　当社は関連会社が存在しないため記載しておりません。 同左

（ストック・オプション等関係）

当第３四半期会計期間（自　平成23年３月１日　至　平成23年５月31日）

１．ストック・オプションに係る当第３四半期会計期間における費用計上額及び科目名

　該当事項はありません。

２．当第３四半期会計期間に付与したストック・オプションの内容

　該当事項はありません。
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（企業結合等関係）

当第３四半期会計期間（自　平成23年３月１日　至　平成23年５月31日）

　該当事項はありません。　

（資産除去債務関係）

当第３四半期会計期間末（平成23年５月31日）

　著しい変動がないため記載を省略しております。

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

　当社は、金属加工事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

　

（追加情報）

第１四半期会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号　平成21年

３月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号　平

成20年３月21日）を適用しております。　

（賃貸不動産関係）

当第３四半期会計期間末（平成23年５月31日）

　著しい変動がないため記載を省略しております。　

（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第３四半期会計期間末
（平成23年５月31日）

前事業年度末
（平成22年８月31日）

１株当たり純資産額 103,704.57円 １株当たり純資産額 100,379.41円

２．１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額

前第３四半期累計期間
（自　平成21年９月１日
至　平成22年５月31日）

当第３四半期累計期間
（自　平成22年９月１日
至　平成23年５月31日）

１株当たり四半期純損失金額(△) △549.94円 １株当たり四半期純利益金額 4,825.16円

　（注）　１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。な

お、前第３四半期累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、新株予約権の残高はあ

りますが、１株当たり四半期純損失であるため記載しておりません。また、当第３四半期累計期間の潜在株式調

整後１株当たり四半期純利益金額については、新株予約権の残高はありますが、希薄化効果を有している潜在

株式が存在しないため記載しておりません。

 
前第３四半期累計期間
（自　平成21年９月１日
至　平成22年５月31日）

当第３四半期累計期間
（自　平成22年９月１日
至　平成23年５月31日）

１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期

純損失金額
        

四半期純利益又は四半期純損失(△)（千円） △4,590 40,280

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益又は四半期純損失

(△)（千円）
△4,590 40,280

期中平均株式数（株） 8,348 8,348

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在

株式で、前事業年度末から重要な変動があったもの

の概要

－ －
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前第３四半期会計期間
（自　平成22年３月１日
至　平成22年５月31日）

当第３四半期会計期間
（自　平成23年３月１日
至　平成23年５月31日）

１株当たり四半期純損失金額(△) △210.68円 １株当たり四半期純利益金額 4,268.88円

　（注）　１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。な

お、前第３四半期会計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、新株予約権の残高はあ

りますが、１株当たり四半期純損失であるため記載しておりません。また、当第３四半期会計期間の潜在株式調

整後１株当たり四半期純利益金額については、新株予約権の残高はありますが、希薄化効果を有している潜在

株式が存在しないため記載しておりません。

 
前第３四半期会計期間
（自　平成22年３月１日
至　平成22年５月31日）

当第３四半期会計期間
（自　平成23年３月１日
至　平成23年５月31日）

１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期

純損失金額
        

四半期純利益又は四半期純損失(△)（千円） △1,758 35,636

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益又は四半期純損失

(△)（千円）
△1,758 35,636

期中平均株式数（株） 8,348 8,348

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在

株式で、前事業年度末から重要な変動があったもの

の概要

－ －

（重要な後発事象）

 該当事項はありません。

（リース取引関係）

　リース取引開始日が平成20年８月31日以前の所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に

係る方法に準じて処理を行っておりますが、当第３四半期会計期間末における当該リース取引残高は前事業年度末に比べ

て著しい変動が認められないため、記載しておりません。

２【その他】

 該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

平成22年７月８日

日創プロニティ株式会社

取締役会　御中

如水監査法人

 
指定社員 
業務執行社員

 公認会計士 廣島 武文　　印

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 児玉 邦康　　印

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日創プロニ

ティ株式会社の平成21年９月１日から平成22年８月31日までの第27期事業年度の第３四半期会計期間（平成22年

３月１日から平成22年５月31日まで）及び第３四半期累計期間（平成21年９月１日から平成22年５月31日まで）

に係る四半期財務諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び四半期キャッシュ・フロー計算書につ

いて四半期レビューを行った。この四半期財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場か

ら四半期財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを

行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監

査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、日創プロニティ株式会社の平成22年５月31日現在の財政状態、同

日をもって終了する第３四半期会計期間及び第３四半期累計期間の経営成績並びに第３四半期累計期間のキャッ

シュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以　　上 

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四

半期報告書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

平成23年７月８日

日創プロニティ株式会社

取締役会　御中

如水監査法人

 
指定社員 
業務執行社員

 公認会計士 廣島 武文　　印

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 児玉 邦康　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日創プロニ

ティ株式会社の平成22年９月１日から平成23年８月31日までの第28期事業年度の第３四半期会計期間（平成23年

３月１日から平成23年５月31日まで）及び第３四半期累計期間（平成22年９月１日から平成23年５月31日まで）

に係る四半期財務諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び四半期キャッシュ・フロー計算書につ

いて四半期レビューを行った。この四半期財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場か

ら四半期財務諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを

行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監

査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、日創プロニティ株式会社の平成23年５月31日現在の財政状態並びに

同日をもって終了する第３四半期会計期間及び第３四半期累計期間の経営成績並びに第３四半期累計期間の

キャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められな

かった。 

 

 

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以　　上 

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四

半期報告書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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